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～低失業率でも賃金は加速せず。FRBに様子見の
余地～



足許の経済・金融状況と注目ポイント
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（注）予想はLSEG、ブルームバーグが取りまとめた予想コンセンサス
（出所） LSEG、ブルームバーグより、みずほ総合研究所調査部作成

2026. 9. 8 

経済指標は景気の強さとインフレ圧力の併存を示す
内容。ISMは良好な水準を維持。雇用者数は予想
を大幅に上回り、失業率も低位で横ばい。ISM価格
指数は高止まりし、インフレ圧力の根強さを示唆
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ユーロ圏の7月小売売上高は事前予想に反して減少。
ドイツの落ち込みが主因。小売が弱含む一方で、8
月消費者物価は加速し、インフレ圧力が再び強まる
兆候。失業率は低水準ながら、足元で横ばい推移

欧
州

景気は底堅さを維持するも、物価への警戒が継続。
豪州の4～6月期GDPは予想を上回る伸び。韓国の
消費者物価は加速。マレーシア中銀は政策金利を
据え置くも、中東情勢に伴うコスト上昇を強く意識

A
PA

C

企業収益は大幅増。好調なAI投資需要等がコスト
増を打ち返した格好。設備投資は増勢に一服感。コ
スト耐性の乏しい中小企業に弱さ。消費は未だ力強
さに欠けるものの、持ち直しの動きが継続

日
本

先週（8/31～9/7）発表の主な経済指標

米国では高齢化や移民減少で労働供給が縮小し、失業率は
低位で推移。一方、低採用・低離職で賃金上昇圧力は限定
的。物価高の二次波及は起こりにくく、FRBに様子見の余地

日本企業はAI関連需要を追い風に増益基調を維持。価格転
嫁の迅速化も収益を下支え。物価上昇下でも企業収益が底
堅く推移する構図は、日銀の追加利上げを後押し

注目点② 価格転嫁で収益下支え、日銀の利上げを後押し注目点①低失業率でも賃金は加速せず。FRBに様子見の余地

実績 予想

米 ＩＳＭ製造業指数（8月） 54.6 55.2

米 非農業部門求人件数（JOLTS）（7月） 万件 727.1 730.0

米 ADP民間雇用者数（8月） 前月差（万人） 3.8 4.8

米 新規失業保険申請件数（8月29日） 万人 20.6 20.5

米 ＩＳＭ非製造業指数（8月） 55.4 54.2

米 失業率 （8月） ％ 4.1 4.1

米 非農業部門雇用者数（8月） 前月差（万人） 16.2 5.6

米 時間当たり賃金（全従業員ベース）（8月） 前月比（％） 0.3 0.3

欧 ユーロ圏消費者物価指数（速報値）（8月） 前年比（％） 3.3 3.3

欧 ユーロ圏消費者物価指数（速報値）（除く食品・エネルギー・酒・タバコ）（8月） 前年比（％） 2.4 2.5

欧 ユーロ圏小売売上高（7月） 前月比（％） ▲ 0.6 0.3

中 製造業ＰＭＩ（8月） 49.8 49.6

中 非製造業ＰＭＩ（8月） 49.0 -

日 鉱工業生産（7月） 前月比（％） 0.1 ▲ 0.7

日 百貨店・スーパー販売額（7月） 前年比（％） 2.0 -

日 消費者態度指数（8月） 35.5 -

日 法人企業統計・設備投資（全産業）（Q2） 前年比（％） 1.6 -

日 実質消費支出（二人以上の全世帯）（7月） 前年比（％） ▲ 3.6 ▲ 1.6

経済指標



今週発表される経済指標

（注）予想はLSEGが取りまとめた予想コンセンサス。矢印は前回公表値の改訂（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成
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日付 実績 予想

9/8 (火) 日本 ＧＤＰ（2次速報値）（Q2） 前期比年率（％） - 1.6 1.1

9/8 (火) 日本 経常収支（7月） 億円 - 28,698 ▲ 923

9/8 (火) 日本 景気ウォッチャー調査（8月） 現状判断ＤＩ - - 45.7

9/8 (火) 中国 貿易収支（8月） 10億ドル - 119.1 112.5

9/8 (火) 中国 輸出総額（ドル建て）（8月） 前年比（％） - 25.0 23.9

9/8 (火) 中国 輸入総額（ドル建て）（8月） 前年比（％） - 30.0 27.5

9/9 (水) 米国 週間小売売上高（9月5日） 前年比（％） - - 9.6

9/9 (水) 欧州 ＥＣＢ政策理事会（9・10日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9/9 (水) 中国 消費者物価指数（8月） 前年比（％） - 0.8 0.5

9/10 (木) 米国 新規失業保険申請件数（9月5日） 万人 - 20.5 20.6

9/10 (木) 米国 生産者物価指数（8月） 前年比（％） - 5.3 4.7

9/10 (木) 米国 生産者物価指数（8月） 前月比（％） - 0.4 0.0

9/10 (木) 米国 生産者物価指数（除く食品・エネルギー）（8月） 前年比（％） - 4.6 4.2

9/10 (木) 米国 生産者物価指数（除く食品・エネルギー）（8月） 前月比（％） - 0.3 0.2

9/10 (木) 米国 中古住宅販売戸数（8月） 万戸（年率） - 398 406

9/11 (金) 日本 国内企業物価指数（8月） 前年比（％） - 7.4 7.2

9/11 (金) 日本 法人企業景気予測調査（大企業・製造業）現状判断（Q3） ％Pt - - ▲ 1.8

9/11 (金) 米国 ミシガン大消費者信頼感指数（速報値）（9月） - 51.0 51.7

9/11 (金) 米国 消費者物価指数（8月） 前年比（％） - 3.4 3.4

9/11 (金) 米国 消費者物価指数（前月比）（8月） 前月比（％） - 0.4 0.1

9/11 (金) 米国 消費者物価指数（除く食品・エネルギー）（8月） 前年比（％） - 2.4 2.5

9/11 (金) 米国 消費者物価指数（除く食品・エネルギー）（8月） 前月比（％） - 0.2 0.2

9/11 (金) 米国 財政収支（8月） 10億ドル - ▲ 404 ▲ 432

9/14 (月) 日本 設備稼働率（7月） 前月比（％） - - 4.1

経済指標等 前回



米国：雇用は予想外の大幅増。一時的要因の影響を受けつつも労働市場の底堅さを確認

 8月の非農業部門雇用者数は前月差＋16.2万人と市場予想（同＋5.6万人）を大幅に上回る結果

― 過去2カ月も合わせて5.5万人の上方修正。速報段階で減少した7月もプラス転化

― 娯楽・宿泊（同＋6.2万人）や教育・医療（同＋2.8万人）を中心に民間就業者が伸びを高めたほか、政府部門も同＋3.5
万人増と押し上げに寄与

― 政府部門では、バックトゥスクールに伴い教員、スクールバス運転士、カフェテリアスタッフなどの雇用が増加（例年みら
れる季節的な動きであるが、統計上の調整にゆがみが生じている可能性）
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（出所）米労働省より、みずほ総合研究所調査部作成

非農業部門雇用者数 業種別雇用者数

（出所）米労働省より、みずほ総合研究所調査部作成

注目点①低失業率でも賃金は加速せず。FRBに様子見の余地
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失業率は低位で横ばい
低失業率の一因に「少ない供給」

米国：失業率は低位安定。厳格化する移民政策が労働供給を一段と下押し

 失業率は4.1％と前月からほぼ横ばい。引き続きFOMC参加者が見込む長期均衡水準（Longer run）を下回る低水準

 低失業率の一因に労働参加率の低下。シニア層の退職増加に加え、移民政策の厳格化の影響も大

― 米移民・関税執行局（ICE）の摘発増など移民取り締まりが強化されるなか、メキシコ出身者などの労働人口は減少傾向

― 足元ではハイチなど複数国の一時保護資格（TPS、※）が相次ぎ終了。今後もエルサルバドルなどで有効期限を迎え、7
月以降の累計で最大100万人程度がTPSに基づく就労資格を失う可能性。労働供給を更に押し下げる要因に

（※）紛争や災害等により安全な帰国が困難な特定国の出身者に対し、一時的な在留・就労を認める制度
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（出所）米労働省より、みずほ総合研究所調査部作成

失業率 移民の出身国別労働人口とTPS終了の対象国・規模

（注）TPS保有者数は各国について入手可能な最新値。ベネズエラは2023年指定分。 9月以降のTPS終了
時期は現時点での有効期限であり、今後の延長・終了決定等により変更される可能性がある

（出所）米労働省、米移民評議会、米国土安全保障省、米議会調査局より、みずほ総合研究所調査部作成

保有者数対象国終了時期

361,901イエメン、シリア、ハイチ7月

10,284南スーダン、ミャンマー、ソマリア、エチオピア8月

170,125エルサルバドル9月

455,130ベネズエラ、スーダン、ウクライナ10月

140レバノン11月

TPS停止対象国の
労働人口が大幅減

注目点①低失業率でも賃金は加速せず。FRBに様子見の余地

（年/月）



時間当たり賃金
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米国：低採用・低離職で人材獲得競争は限定的。賃金・物価の二次波及には至らず

 低失業率が続くなかでも、賃金の伸びは鈍化

― 平均時給は前年比＋3.0％と前月（同＋3.2％）から減速。再加速の兆候をみせるコアPCEデフレーターとの乖離が鮮明

 賃金伸び悩みの背景に低採用・低離職（Low Hire, Low Fire）の継続

― 転職機会の減少に伴い雇用の流動性が低下。低失業率でも企業間の人材獲得競争は限定的で賃金の伸びを抑制

― 足元で関税や原油高など供給要因がインフレ率を押し上げるも、物価高が賃金上昇を通じて増幅されるsecond round 
effectへの懸念は限定的。FRBが利上げを急がない一因に

5

（出所）米労働省、米国商務省より、みずほ総合研究所調査部作成

賃金とインフレ率 採用率と離職率

（出所）米国労働省より、みずほ総合研究所調査部作成

今のところ賃金の加速が
インフレに波及する状態にはない

雇用流動性が低下、低失業率でも
企業間の人材獲得競争は限定的

注目点①低失業率でも賃金は加速せず。FRBに様子見の余地



実物投資
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日本：コスト増を吸収し増益基調を維持。設備投資は足元で一服

 4～6月期は前期比＋11.0％と大幅増益。資源高や人件費増加が利益下押し要因も、AI投資需要等が打ち返し

― 企業収益改善の主因は堅調なAI関連需要や高付加価値化。価格転嫁の進展も収益を下支えした可能性

― 特許権売却益（純粋持株会社）、株式売却益（輸送用機械）など一時要因の影響を割り引いてみる必要はあるものの、
旺盛なAI需要を背景に先行きも増益基調が続く見込み

 年初来の設備投資は踊り場との評価

― 好業績のもと投資意欲は強いものの、中小企業を中心に資材価格高騰・金利上昇等が投資の重石になっている模様

経常利益 設備投資

（注） 季節調整値。全規模・全産業
（出所） 財務省「法人企業統計調査」より、みずほ総合研究所調査部作成

（注） 2四半期後方移動平均の前期比。季節調整値。全規模・全産業
（出所） 財務省「法人企業統計調査」より、みずほ総合研究所調査部作成
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AI関連需要の増加がコスト増の影響を相殺。
限界利益は増加

足元の設備投資は一服感

注目点②価格転嫁で収益下支え、日銀の利上げを後押し
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日本：価格転嫁は『幅』より『速さ』に変化。価格設定行動がより機動的に

7

 帝国データバンクの調査によると幅広い業種で価格転嫁が短期化

― 企業の26.3％が価格転嫁の期間が短くなったと回答。値上げへの社会的理解の浸透や価格協議の定期化等が寄与

― 製造業や卸売業などを中心に素早い価格転嫁が進むほか、小売・サービス業でも一定の期間短縮の動き

― 原価変動に応じた機動的な価格改定の広がりは、収益改善を支えるとともに、物価上昇圧力の定着に繋がる可能性

 実際、企業の限界利益率は上昇傾向にあり、本業の採算は改善

― コスト増を早期に価格転嫁する動きが進み、利益率改善を支える構図。先行きは価格転嫁率の推移にも目配りが必要

価格転嫁実施までの期間を短縮した企業の割合 企業の限界利益率の推移

（注） 直近の調査対象は全国2万2,350社、有効回答企業数は1万518社。調査期間は
2026年7月17日～7月31日

（出所） 帝国データバンク「価格転嫁に関する実態調査（2026年7月）」より、みずほ総合
研究所調査部作成

（注） 季節調整値から算出。全規模・全産業
（出所） 財務省「法人企業統計調査」より、みずほ総合研究所調査部作成

消費者に近い業種でも
期間短縮の動きを確認

企業の収益力は改善傾向

注目点②価格転嫁で収益下支え、日銀の利上げを後押し
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欧州：ドイツでは防衛・インフラ投資の効果が一部発現。恩恵は年後半以降一段と顕在化

8

 財政拡張を支えに、ドイツでは防衛・インフラ関連業種の生産・受注が拡大

― 生産水準が急速に高まる武器・弾薬の他、足元では鉄道車両の生産も拡大

― 公共部門によるインフラ投資の受注残は直近2四半期で＋10％超の増加

 今後の財政支出余地を踏まえれば、当該業種への恩恵は年後半以降、一段と顕在化する見込み

― 6月末時点の執行額は既に2025年通年の約8割に達するも、年間予算に対する執行率は4割弱にとどまる

ドイツ：防衛・インフラ関連業種の生産・受注残の動向

（注） 生産は3カ月移動平均。受注残は四半期毎の値
（出所） Eurostat、ドイツ連邦統計局より、みずほ総合研究所調査部作成
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公共土木工事の
受注残

防衛・インフラ関連
業種の生産

（注） 実績値は2026年6月末時点。KTF（気候・変革基金）及び州への割り当ては除く
（出所） ドイツ連邦財務省より、みずほ総合研究所調査部作成

ドイツ：インフラ・気候変動特別基金の拠出状況
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 ASEANではICT・電子機器分野への直接投資計画が2021年以降に拡大。2026年上期は前年同期比＋54％と大幅増

― 足元では電子部品等の製造関連投資が急増。米国企業による半導体工場拡張の大型案件が押し上げ。国別ではシン
ガポールの伸びが顕著

 製造関連に加え、データセンターなどのITインフラ関連投資も高水準で推移

― 投資元企業の発表によれば、ASEANにおけるクラウド関連需要の拡大や、データ処理機能をASEAN域内で整備する
動きが投資機会となっている模様

アジア：ASEANでICT・電子関連の投資計画が増加。製造関連に加えITインフラにも広がり

9

（注） fDi Marketsが集計した直接投資額。新規投資および既存拠点の拡張投資を含
む。投資額は企業による発表・計画ベースを含み、必ずしも当該年に実行された
投資額を示すものではない。投資額が非公表の場合、fDi Marketsによる推計値
を含む

（出所） fDi Marketsより、みずほ総合研究所調査部作成

ICT・電子機器分野の直接投資計画額：ASEAN6向け ICT・電子機器分野の直接投資計画額：事業内容別

（注） fDi Marketsが集計した直接投資額。新規投資および既存拠点の拡張投資を含
む。投資額は企業による発表・計画ベースを含み、必ずしも当該年に実行された
投資額を示すものではない。投資額が非公表の場合、fDi Marketsによる推計値
を含む

（出所） fDi Marketsより、みずほ総合研究所調査部作成

2026年上期は前年同期比
＋54％と増加
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アジア：AIブームの賃金波及は一部産業に限定、消費拡大の持続力にもろさ

10

（注）各年1～6月期、7～12月期の前年同期比。実質賃金は総合CPIで実質化
（出所） 各国・地域統計、CEICより、みずほ総合研究所調査部作成

実質個人消費（GDP）と実質賃金：NIEs 業種別実質賃金上昇率：台湾・韓国

（注）各年1～6月期の前年同期比。総合CPIで実質化
（出所） 各国・地域統計、CEICより、みずほ総合研究所調査部作成

 26年上期のNIEsの実質賃金は総じて伸び悩み

― AIブーム下でも名目賃金が伸び悩んでいることに加え、中東情勢緊迫化による物価高が重石

― 韓国・台湾では賃金が伸び悩む一方で、消費は伸びが加速。AIブームを受けた大幅な株高が消費を押し上げ

 AIブームによる実質賃金の押し上げは、電子産業以外の業種にはみられず

― 台湾や韓国では、AIブームの恩恵による実質賃金の押し上げ効果は電子産業に偏り

― AIブームの恩恵が一部産業に偏るなか、賃金上昇の裾野は広がらず、先行き消費の押し上げは限定的

AIブームによる実質賃金押上げ効果は、電子産業に偏り

NIEsの実質賃金は伸び悩み

（年）



順位 品目 ウェイト 増産率 寄与度

1 半導体製造装置 18% 26% 4.8%

2 固定コンデンサ 7% 26% 1.9%

3 電子回路基板 5% 23% 1.1%

4 固定通信装置 0% 269% 0.8%

5 外部記憶装置 2% 47% 0.8%

6 電力変換装置 3% 23% 0.6%

7 開閉制御装置 7% 7% 0.5%

8 精密測定機 1% 44% 0.5%

9 通信用ケーブル光ファイバ製品 1% 67% 0.5%

10 半導体・ＩＣ測定器 1% 31% 0.4%
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（2024/1＝100）

AI関連

AI関連以外

鉱工業生産

（年/月）

日本：半導体製造装置を中心としたAI関連財にけん引され、生産は緩やかな増勢が継続

11

 鉱工業生産は7月も緩やかな増勢が継続。 AI関連財の増産がけん引役に

― AI関連財は2025年9月比＋11.3％と大幅増産。半導体製造装置を中心に半導体検査機器やDC関連財にも裾野が拡大

― 令和8年熊本地震で減産が懸念された自動車や電子部品・デバイスも増産。7月時点で生産下押しは限定的との評価

 先行きの生産も、AI関連財主導で緩やかな増勢が続くと予想

― 8月生産予測指数は前月比＋3.1％（補正値ベース）と堅調。半導体製造装置などの増産が寄与するとの見立て

― 地震による供給制約長期化の懸念は小。自動車や電子部品・デバイスの8月予測修正率はプラスで、増産継続見込み

25年9月以来のAI関連財の
増産は足元も継続

鉱工業生産 AI関連財のウェイト・増産率・寄与度

（注） AI関連は、WTOによる「AI-enabling goods」の定義に準ずる
（出所）経済産業省「鉱工業生産指数」より、みずほ総合研究所調査部作成

（注） 期間は2025年9月～2026年7月。寄与度はAI関連財の伸びに対する寄与度
ウェイトはAI関連財に占めるウェイト

（出所） 経済産業省「鉱工業生産指数」より、みずほ総合研究所調査部作成

AI関連財の増産率（11.3％）のうち4割程度が
半導体製造装置による押し上げ

（2024年1月=100）



過去1か月に発表された経済指標（1）

（注）矢印は前回公表値の改訂（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成
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日付 実績

8/11 (火) 米国 週間小売売上高（8月3日） 前年比（％） 8.3 8.7

8/11 (火) 米国 中古住宅販売戸数（7月） 万戸（年率） 406.0 413.0 ↑

8/12 (水) 米国 消費者物価指数（7月） 前年比（％） 3.4 3.5

8/12 (水) 米国 消費者物価指数（前月比）（7月） 前月比（％） 0.1 ▲ 0.4

8/12 (水) 米国 消費者物価指数（除く食品・エネルギー）（7月） 前年比（％） 2.5 2.6

8/12 (水) 米国 消費者物価指数（除く食品・エネルギー）（7月） 前月比（％） 0.2 0.0

8/12 (水) 米国 財政収支（7月） 10億ドル ▲ 432 ▲ 120

8/13 (木) 日本 国内企業物価指数（7月） 前年比（％） 7.2 7.3 ↑

8/13 (木) 米国 新規失業保険申請件数（8月3日） 万人 20.9 20.0

8/13 (木) 米国 生産者物価指数（7月） 前年比（％） 4.7 5.5

8/13 (木) 米国 生産者物価指数（7月） 前月比（％） 0.0 ▲ 0.1 ↑

8/13 (木) 米国 生産者物価指数（除く食品・エネルギー）（7月） 前年比（％） 4.2 4.7

8/13 (木) 米国 生産者物価指数（除く食品・エネルギー）（7月） 前月比（％） 0.2 0.4 ↑

8/13 (木) ユーロ圏 ユーロ圏鉱工業生産（6月） 前月比（％） 0.0 0.3 ↑

8/14 (金) 米国 ミシガン大消費者信頼感指数（速報値）（8月） 51.0 55.2

8/14 (金) 米国 小売売上高（7月） 前月比（％） ▲ 0.6 0.2

8/14 (金) ユーロ圏 ユーロ圏ＧＤＰ（2次速報値）（Q2） 前期比（％） 0.4 0.0 ↓

8/17 (月) 日本 ＧＤＰ（1次速報値）（Q2） 前期比年率（％） 1.1 1.9 ↑

8/17 (月) 日本 設備稼働率（6月） 前月比（％） 4.1 0.1

8/17 (月) 米国 ネット対米長期証券投資（6月） 10億ドル 172.7 231.2 ↓

8/17 (月) 米国 ニューヨーク連銀製造業業況指数（8月） 20.6 15.6

8/17 (月) 中国 鉱工業生産（7月） 前年比（％） 4.5 5.3

8/17 (月) 中国 小売売上高（7月） 前年比（％） 0.6 1.0

8/17 (月) 中国 固定資産投資（7月） 前年比（％） ▲ 6.7 ▲ 5.7

経済指標等 前回



過去1か月に発表された経済指標（2）

（注）矢印は前回公表値の改訂（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成

13

日付 実績

8/18 (火) 米国 週間小売売上高（8月10日） 前年比（％） 7.6 8.3

8/18 (火) 米国 鉱工業生産（7月） 前月比（％） 0.2 0.3 ↑

8/18 (火) 米国 設備稼働率　（7月） ％ 76.3 76.2 ↑

8/18 (火) 米国 住宅着工件数（7月） 万戸（年率） 123.9 141.5 ↓

8/18 (火) 米国 住宅着工許可件数（7月） 万戸（年率） 144.3 137.4

8/18 (火) 米国 中古住宅販売仮契約指数（7月） 前月比（％） ▲ 2.3 ▲ 4.8 ↑

8/18 (火) インドネシア インドネシア金融政策決定会合（18･19日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

8/19 (水) 日本 機械受注（船舶・電力を除く民需）（6月） 前年比（％） 16.9 ▲ 1.9

8/19 (水) 日本 機械受注（船舶・電力を除く民需）（6月） 前月比（％） 9.7 ▲ 12.4

8/19 (水) ユーロ圏 ユーロ圏消費者物価指数（改定値）（7月） 前年比（％） 2.9 2.9

8/19 (水) ユーロ圏 ユーロ圏消費者物価指数（改定値）（除く食品・エネルギー・酒・タバコ）（7月） 前年比（％） 2.5 2.5

8/20 (木) 日本 貿易収支（貿易統計）（7月） 億円 ▲ 6,345 ▲ 4,099 ↓

8/20 (木) 日本 輸出（7月） 前年比（％） 23.2 19.3

8/20 (木) 日本 輸入（7月） 前年比（％） 27.8 25.4

8/20 (木) 米国 新規失業保険申請件数（8月10日） 万人 20.6 21.2

8/20 (木) 米国 フィラデルフィア連銀製造業業況指数（8月） 47.4 41.4

8/20 (木) 米国 景気先行指数（7月） 前月比（％） 0.2 ▲ 0.1 ↑

8/21 (金) 日本 全国消費者物価（総合）（7月） 前年比（％） 1.9 1.6 ↓

8/21 (金) 日本 全国消費者物価（除く生鮮食品）（7月） 前年比（％） 1.8 1.6

8/21 (金) ユーロ圏 ユーロ圏総合ＰＭＩ（速報値）（8月） 52.1 52.0

経済指標等 前回

5.75%に据え置き



過去1か月に発表された経済指標（3）

（注）矢印は前回公表値の改訂（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成
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日付 実績

8/25 (火) 米国 週間小売売上高（8月17日） 前年比（％） 9.1 7.6

8/25 (火) 米国 カンファレンスボード消費者信頼感指数（8月） 89.4 90.2 ↓

8/25 (火) 米国 S&P/ケース・シラー住宅価格（20都市）（6月） 前年比（％） 2.1 1.6

8/25 (火) 米国 新築住宅販売戸数（7月） 万戸（年率） 60.7 67.8 ↑

8/25 (火) ドイツ 独ｉｆｏ企業景況感指数（8月） 88.8 86.7 ↑

8/26 (水) 米国 耐久財受注（7月） 前月比（％） 1.1 0.5

8/26 (水) 米国 耐久財受注（除く輸送機器）（7月） 前月比（％） 0.4 1.1 ↑

8/26 (水) 米国 個人所得（7月） 前月比（％） 0.4 0.2

8/26 (水) 米国 消費支出（7月） 前月比（％） 0.2 0.3

8/26 (水) 米国 実質消費支出（7月） 前月比（％） 0.0 0.4

8/26 (水) 米国 個人消費支出（PCE）価格指数（7月） 前年比（％） 3.7 3.7

8/26 (水) 米国 個人消費支出（PCE）価格指数（7月） 前月比（％） 0.2 ▲ 0.1

8/26 (水) 米国 個人消費支出（PCE）価格指数（除く食品・エネルギー）（7月） 前年比（％） 3.3 3.3

8/26 (水) 米国 個人消費支出（PCE）価格指数（除く食品・エネルギー）（7月） 前月比（％） 0.2 0.1

8/26 (水) 米国 ＧＤＰ（改定値）（Q2） 前期比年率（％） 1.5 1.5

8/26 (水) 米国 企業収益(税引後・速報値）（Q2） 前期比年率（％） 8.2 0.5

8/26 (水) タイ タイ金融政策決定会合 1.00%に据え置き

経済指標等 前回



過去1か月に発表された経済指標（4）

（注）矢印は前回公表値の改訂（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成
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日付 実績

8/27 (木) 米国 新規失業保険申請件数（8月17日） 万人 20.3 20.7

8/27 (木) 韓国 韓国金融政策決定会合

8/27 (木) フィリピン フィリピン金融政策決定会合

8/28 (金) 日本 完全失業率（7月） ％ 2.4 2.5

8/28 (金) 日本 有効求人倍率（7月） 倍 1.18 1.18

8/28 (金) 日本 東京都区部消費者物価（総合）（8月） 前年比（％） 1.9 1.8 ↓

8/28 (金) 日本 東京都区部消費者物価（除く生鮮食品）　（8月） 前年比（％） 1.8 1.7 ↓

8/28 (金) 米国 ミシガン大消費者信頼感指数（確報値）（8月） 51.7 51.0

8/31 (月) 日本 鉱工業生産（7月） 前月比（％） 0.1 1.9

8/31 (月) 日本 百貨店・スーパー販売額（7月） 前年比（％） 2.0 ▲ 1.0

8/31 (月) 日本 新設住宅着工戸数（7月） 前年比（％） 8.2 18.6

8/31 (月) 米国 シカゴ地区購買部協会景気指数（ＰＭＩ）（8月） 47.1 57.6

8/31 (月) 中国 製造業ＰＭＩ（8月） 49.8 49.2

8/31 (月) 中国 非製造業ＰＭＩ（8月） 49.0 49.0

経済指標等 前回

25bp引き上げて3.00％

0.25%引き上げて5.0%



過去1か月に発表された経済指標（5）

（注）矢印は前回公表値の改訂（↑:上方修正、↓:下方修正）
（出所） LSEGより、みずほ総合研究所調査部作成

16

日付 実績

9/1 (火) 日本 消費者態度指数（8月） 35.5 34.9

9/1 (火) 日本 法人企業統計・設備投資（全産業）（Q2） 前年比（％） 1.6 0.0

9/1 (火) 米国 週間小売売上高（8月24日） 前年比（％） 9.6 9.1

9/1 (火) 米国 ＩＳＭ製造業指数（8月） 54.6 55.6

9/1 (火) 米国 非農業部門求人件数（JOLTS）（7月） 前月差（万件） 727.1 718.2 ↓

9/1 (火) ユーロ圏 ユーロ圏消費者物価指数（速報値）（8月） 前年比（％） 3.3 2.9

9/1 (火) ユーロ圏 ユーロ圏消費者物価指数（速報値）（除く食品・エネルギー・酒・タバコ）（8月） 前年比（％） 2.4 2.5

9/1 (火) 中国 財新製造業ＰＭＩ（8月） 51.5 50.9

9/2 (水) 米国 製造業新規受注（7月） 前月比（％） 0.9 ▲ 0.2 ↑

9/2 (水) 米国 ADP民間雇用者数（8月） 前月差（万人） 3.8 4.6 ↑

9/3 (木) 米国 新規失業保険申請件数（8月24日） 万人 20.6 20.4

9/3 (木) 米国 ＩＳＭ非製造業指数（8月） 55.4 54.1

9/3 (木) 米国 貿易収支（7月） 10億ドル ▲ 88.6 ▲ 71.2 ↑

9/3 (木) 米国 労働生産性（改定値）（Q2） 前期比年率（％） 1.4 1.4

9/3 (木) 米国 単位労働コスト（改定値）（Q2） 前期比年率（％） 1.2 1.3

9/3 (木) ユーロ圏 ユーロ圏総合ＰＭＩ（確報値）（8月） 52.0 52.1

9/3 (木) 中国 財新サービス業ＰＭＩ（8月） 51.4 50.4

9/3 (木) マレーシア マレーシア金融政策決定会合（6日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9/4 (金) 日本 実質消費支出（二人以上の全世帯）（7月） 前年比（％） ▲ 3.6 ▲ 3.3

9/4 (金) 米国 失業率 （8月） ％ 4.1 4.1

9/4 (金) 米国 非農業部門雇用者数（8月） 前月差（万人） 16.2 2.1 ↑

9/4 (金) 米国 時間当たり賃金（全従業員ベース）（8月） 前年比（％） 3.1 3.2

9/4 (金) 米国 時間当たり賃金（全従業員ベース）（8月） 前月比（％） 0.3 0.2 ↑

9/4 (金) ユーロ圏 ユーロ圏小売売上高（7月） 前月比（％） ▲ 0.6 0.2 ↑

9/7 (月) ユーロ圏 ユーロ圏ＧＤＰ（改定値）（Q2） 前期比（％） 0.6 0.4

経済指標等 前回

2.75%に据え置き



巻末資料 日本 四半期スケジュール（ 9～12月）

（注）予定は変更の可能性があります
（出所）各種資料より、みずほ総合研究所調査部作成

9月 10月 11月 12月
1 法人企業統計調査(4～6月期) 1 日銀短観(9月調査) 2 新車販売台数(10月) 1 法人企業統計調査(7～9月期)

1 新車販売台数(8月) 1 新車販売台数(9月) 5 日銀金融政策決定会合議事要旨 1 新車販売台数(11月)

1 消費動向調査(8月) 2 消費者物価(9月都区部) 6 毎月勤労統計(9月速報) 1 労働力調査(10月)

4 家計調査(7月) 2 労働力調査(8月) 9 景気動向指数(9月) 1 一般職業紹介(10月)

7 景気動向指数(7月) 2 一般職業紹介(8月) 10 景気ウォッチャー調査(10月) 8 毎月勤労統計(10月速報)

8 毎月勤労統計(7月速報) 5 消費動向調査(9月) 10 国際収支(9月速報) 8 ＧＤＰ(7～9月期2次速報)

8 ＧＤＰ(4～6月期2次速報) 7 毎月勤労統計(8月速報) 10 家計調査(9月) 8 国際収支(10月速報)

8 国際収支(7月速報) 7 景気動向指数(8月) 11 マネーストック(10月速報) 8 家計調査(10月)

8 景気ウォッチャー調査(8月) 8 景気ウォッチャー調査(9月) 12 企業物価指数(10月) 8 景気ウォッチャー調査(11月)

9 マネーストック(8月速報) 8 国際収支(8月速報) 16 ＧＤＰ(7～9月期1次速報) 9 マネーストック(11月速報)

11 企業物価指数(8月) 9 家計調査(8月) 16 設備稼働率(9月) 10 企業物価指数(11月)

11 法人企業景気予測調査(7～9月期) 13 企業物価指数(9月) 17 第3次産業活動指数(9月) 10 法人企業景気予測調査(10～12月期)

15 設備稼働率(7月) 14 マネーストック(9月速報) 18 貿易統計(10月) 14 日銀短観(12月調査)

15 第3次産業活動指数(7月) 15 設備稼働率(8月) 19 機械受注統計(9月) 14 設備稼働率(10月)

16 貿易統計(8月) 15 機械受注統計(8月) 20 消費者物価(10月全国) 16 貿易統計(11月)

16 機械受注統計(7月) 19 第3次産業活動指数(8月) 27 消費者物価(11月都区部) 16 第3次産業活動指数(10月)

17 日銀金融政策決定会合(17・18日) 21 貿易統計(9月) 30 鉱工業生産(10月速報) 16 機械受注統計(10月)

17 資金循環統計(4～6月期速報) 23 消費者物価(9月全国) 30 商業動態統計(10月速報) 17 日銀金融政策決定会合(17・18日)

18 日銀総裁定例記者会見 29 日銀金融政策決定会合(29・30日) 17 資金循環統計(7～9月期速報)

18 消費者物価(8月全国) 29 消費動向調査(10月) 18 日銀総裁定例記者会見

28 日銀金融政策決定会合議事要旨 30 日銀｢経済･物価情勢の展望」(基本的見解) 18 消費者物価(11月全国)

30 鉱工業生産(8月速報) 30 日銀総裁定例記者会見 23 日銀金融政策決定会合議事要旨

30 商業動態統計(8月速報) 30 消費者物価(10月都区部) 25 消費者物価(12月都区部)

30 鉱工業生産(9月速報) 25 労働力調査(11月)

30 商業動態統計(9月速報) 25 一般職業紹介(11月)

30 労働力調査(9月) 28 鉱工業生産(11月速報)

30 一般職業紹介(9月) 28 商業動態統計(11月速報)

日 本
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巻末資料 米国・欧州 四半期スケジュール（ 9～12月 ）

（注）予定は変更の可能性があります
（出所）各種資料より、みずほ総合研究所調査部作成

9月 10月 11月 12月
1 製造業ＩＳＭ指数(8月) 1 製造業ＩＳＭ指数(9月) 2 製造業ＩＳＭ指数(10月) 4 雇用統計(11月)

2 ベージュブック(地区連銀経済報告) 2 雇用統計(9月) 3 製造業新規受注(9月) 7 米3年国債入札

2 製造業新規受注(7月) 2 製造業新規受注(8月) 4 貿易収支(9月) 8 FOMC(8・9日)

3 貿易収支(7月) 5 非製造業ＩＳＭ指数(9月) 4 非製造業ＩＳＭ指数(10月) 8 貿易収支(10月)

3 労働生産性(4～6月期改定) 6 貿易収支(8月) 5 労働生産性(7～9月期暫定) 8 労働生産性(7～9月期改定)

3 非製造業ＩＳＭ指数(8月) 6 米3年国債入札 6 ミシガン大学消費者信頼感指数(11月速報) 8 米10年国債入札

4 雇用統計(8月) 7 FOMC議事録(9/15・16分) 6 雇用統計(10月) 9 中古住宅販売件数(11月)

8 米3年国債入札 7 米10年国債入札 9 米3年国債入札 10 ＣＰＩ(11月)

9 米10年国債入札 8 米30年国債入札 10 ＣＰＩ(10月) 10 米30年国債入札

10 中古住宅販売件数(8月) 9 ミシガン大学消費者信頼感指数(10月速報) 10 米10年国債入札 15 ニューヨーク連銀製造業業況指数(12月)

10 ＰＰＩ(8月) 13 中古住宅販売件数(9月) 11 ベテランズデー(祝日) 15 ネット対米証券投資(10月)

10 米30年国債入札 14 ＣＰＩ(9月) 12 中古住宅販売件数(10月) 15 ＰＰＩ(11月)

11 ミシガン大学消費者信頼感指数(9月速報) 14 ベージュブック(地区連銀経済報告) 12 米30年国債入札 16 鉱工業生産・設備稼働率(11月)

11 ＣＰＩ(8月) 15 フィラデルフィア連銀製造業業況指数(10月) 13 ＰＰＩ(10月) 16 小売売上高(11月)

15 FOMC(15・16日) 15 ニューヨーク連銀製造業業況指数(10月) 16 ニューヨーク連銀製造業業況指数(11月) 17 フィラデルフィア連銀製造業業況指数(12月)

15 ニューヨーク連銀製造業業況指数(9月) 15 ＰＰＩ(9月) 17 鉱工業生産・設備稼働率(10月) 17 中古住宅販売仮契約指数(11月)

16 米20年国債入札 15 小売売上高(9月) 17 小売売上高(10月) 17 住宅着工・許可件数(11月)

16 ネット対米証券投資(7月) 16 鉱工業生産・設備稼働率(9月) 18 FOMC議事録(10/27・28分) 18 ミシガン大学消費者信頼感指数(12月確報)

16 小売売上高(8月) 16 ネット対米証券投資(8月) 18 中古住宅販売仮契約指数(10月) 18 経常収支(7～9月期)

17 フィラデルフィア連銀製造業業況指数(9月) 20 中古住宅販売仮契約指数(9月) 18 ネット対米証券投資(9月) 19 景気先行指数(11月)

17 中古住宅販売仮契約指数(8月) 20 住宅着工・許可件数(9月) 18 住宅着工・許可件数(10月) 23 カンファレンスボード消費者信頼感指数(12月)

17 住宅着工・許可件数(8月) 21 米20年国債入札 18 米20年国債入札 23 個人所得・消費支出(11月)

18 鉱工業生産・設備稼働率(8月) 22 景気先行指数(9月) 19 フィラデルフィア連銀製造業業況指数(11月) 23 ＧＤＰ(7～9月期確定)

18 景気先行指数(8月) 23 ミシガン大学消費者信頼感指数(10月確報) 20 ミシガン大学消費者信頼感指数(11月確報) 23 新築住宅販売件数(11月)

22 米2年国債入札 26 米2年国債入札 20 景気先行指数(10月) 23 耐久財受注(11月)

23 米5年国債入札 27 FOMC(27・28日) 23 米2年国債入札 23 米20年国債入札

24 経常収支(4～6月期) 27 カンファレンスボード消費者信頼感指数(10月 24 米5年国債入札 28 米2年国債入札

24 新築住宅販売件数(8月) 27 新築住宅販売件数(9月) 25 カンファレンスボード消費者信頼感指数(11月 28 米5年国債入札

24 米7年国債入札 27 耐久財受注(9月) 25 個人所得・消費支出(10月) 29 FOMC議事録(12/8・9分)

25 ミシガン大学消費者信頼感指数(9月確報) 27 米5年国債入札 25 ＧＤＰ(7～9月期暫定) 29 米7年国債入札

25 耐久財受注(8月) 29 個人所得・消費支出(9月) 25 ベージュブック(地区連銀経済報告) 30 シカゴＰＭＩ指数(12月)

29 カンファレンスボード消費者信頼感指数(9月) 29 ＧＤＰ(7～9月期速報) 25 新築住宅販売件数(10月)

30 シカゴＰＭＩ指数(9月) 29 米7年国債入札 25 耐久財受注(10月)

30 個人所得・消費支出(8月) 30 シカゴＰＭＩ指数(10月) 25 企業収益(7～9月期暫定)

30 ＧＤＰ(4～6月期確定) 30 雇用コスト指数(7～9月期) 25 米7年国債入札

30 シカゴＰＭＩ指数(11月)

9 ＥＣＢ政策理事会(9・10日) 5 英中銀金融政策委員会(5日) 16 ＥＣＢ政策理事会(16・17日)

17 英中銀金融政策委員会(17日) 17 英中銀金融政策委員会(17日)

米　国

欧　州
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みずほ経済インサイト

金利上昇の「質」が問われる日本
～「良い金利上昇」を実現するための4つの論点～

（2026年7月31日発刊）

調査部レポートのご紹介 PR

2026年8月作成

レポート

URL

レポート

二次元
コード

日本も「インフレ・金利のある世界」へ。
本稿では下記3つの疑問を解説。

Q1. 足元までの金利上昇は「良い金利上昇」か「悪い金利
上昇」か？

Q2. 先行きの金利上昇の「質」を左右するポイントは何か？
Q3. 日本はどちらに向かうのか、何に注視していく必要がある

か？

問われるのは「良い金利上昇」か
「悪い金利上昇」のどちらに向か
うかで、成⾧戦略、技術革新、
財政規律、市場環境が論点と
なる。

https://www.mizuhobank.co.jp/corporate/mhri/research/report/2026-0098/index.html

19



注目レポートをご紹介しています！！

ぜひフォローのほどお願いいたします

みずほ総合研究所公式X（旧Twitter）のご案内 PR
※みずほ総合研究所はみずほ銀行内の組織の名称です。

https://x.com/mizuho_mhri

みずほ総合研究所 公式Xはこちら

複雑さ、変化の激しさを増す経済・金融動向…
エコノミスト・コンサルタントによる旬な情報をお知らせ

みずほ総合研究所公式X

みずほ総合研究所 調査レポートはこちら

（みずほ銀行ウェブサイト内）

https://www.mizuhobank.

co.jp/corporate/mhri/rese

arch/index.htmlユーザー名：みずほ総合研究所

ハンドル：@mizuho_mhri
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